
 

 

  

２０２２年度  

大阪公立大学大学院法学研究科法曹養成専攻入学者選抜試験 

 

 

【2 年 短 縮 型】 

法律科目試験問題：民法（配点：120 点） 

 

注 意 事 項 

 １ 机上に各自の「受験票」を出しておくこと。 

 ２ 問題冊子は、監督者が「解答始め」の指示をするまで開かないこと。 

 ３ 問題冊子は、全部で 3 ページである。 

   解答用紙は、全部で 8 ページである。 

   問題冊子、解答用紙に脱落のあった場合には申し出ること。 

 ４ 解答用紙は切り離さないこと。 

解答用紙は、8 ページを超えて使用することはできない。 

 ５ 解答用紙の上部所定欄に、1 ページには氏名、受験番号、試験の科目名を、

2 ページ以降は各ページに氏名を忘れずに記入すること。 

 ６ 解答は、第 1 問は 1 ページから、第 2 問は 5 ページから記入すること。 

 ７ 解答以外のことを書いたときは無効とすることがある。 

  ８ 解答用紙には黒鉛筆（HB か B）、シャープペンシル（B）、黒ボールペン又は

万年筆（黒インク）を使用すること。 
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（民法） 

 

第１問 

以下の【事実】を前提として、後掲の問1ないし問3に答えなさい。なお、各問は相互に独

立した問題である。 

（配点：70点） 

 

【事実】 

2021年5月1日、Ａは、自らの所有する土地（甲）の利用方法につき、Ａ宅で自らの子Ｂ

と相談していた。相談後、Ｂは、甲の登記識別情報を記した書面等の重要書類の入ったファ

イルボックスを、Ａが気づかないうちに無断でＢ宅に持ち帰った。 

同年7月10日、Ｂは、Ａの代理人と称して、Ｃとの間で、甲をＣに売却する契約（以下「本

件第一売買契約」とする）を締結し、また同契約に基づいて、売却代金1000万円をＣから受

け取り、Ａ宅から持ち帰ったファイルボックス中にあった重要書類を用いて、登記名義をＡ

からＣに移転した。なお、本件第一売買契約締結時、ＢはＡに無断で委任状を作成し、これ

をＣに呈示していた。 

同年8月1日、Ａは、知人Ｄとの間で、甲をＤに売却する契約（以下、「本件第二売買契約」

とする）を締結した。本件第二売買契約では、引渡しはＤが同年10月末までに代金の半額を

弁済するのと引き換えに行われ、登記名義の移転はＤが同年12月末までに代金の残額を弁

済するのと引き換えに行われることとされた。 

 

問１ 2021年10月7日、Ｄは、Ａに対して、本件第二売買契約に従って代金の半額を弁済し、

これを受けてＡはＤに甲を引き渡した。これを知ったＣは、同月14日、Ｄに対して、甲

の引渡しを求めた。Ｃの請求が認められるかどうかを検討しなさい。なお、ＡもＤも、

本件第一売買契約の存在を知らなかったものとする。 

 

問２ 2021年10月7日、Ａが死亡し、ＢがＡを単独で相続した。同月14日、Ｃは、Ｂに対し

て、本件第一売買契約に基づき、甲の引渡しを求めた。しかしＢは、同契約が無権代理

に基づくものであったことを理由として、甲の引渡しを拒絶した。同月21日、Ｄは、Ｂ

に対して、本件第二売買契約に従って代金の半額を弁済し、これを受けてＢはＤに甲を

引き渡した。これを知ったＣは、同月28日、Ｄに対して、甲の引渡しを求めた。Ｃの請

求が認められるかどうかを検討しなさい。なお、ＡもＤも、本件第一売買契約の存在を

知らなかったものとする。 

 

 

 



 - 2 - 

 （民法） 

 

問３ 2021年10月7日、Ａが死亡し、Ａの妻であるＥが、Ｂと共に、Ａを相続した。同月14

日、Ｄは、ＢおよびＥに対して、本件第二売買契約に従って代金半額の弁済を提供した

上で、甲の引渡しを求めた。Ｂは、Ｅに対して、本件第一売買契約の存在を説明してＤ

の請求を拒むように求めたが、本件第二売買契約の存在をＡから知らされていたＥは、

Ｄの請求に応じるのがＡの遺志に沿うとしてＢの求めに応じず、ＢもＥの説得を断念

した。同月21日、ＢおよびＥは、Ｄからの本件第二売買契約に基づく代金半額の弁済を

受け、これと引き換えに甲をＤに引き渡した。これを知ったＣは、同月28日、Ｄに対し

て、甲の引渡しを求めた。Ｃの請求が認められるかどうかを検討しなさい。なお、Ａも

Ｄも、本件第一売買契約の存在を知らなかったものとする。 
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（民法） 

 

第２問 

 次の問１および問２に答えなさい。なお、各問は相互に独立した問題である。 

（配点：50点） 

 

問１ Ａはある年の2月1日にＢと売買契約（以下、「本件売買契約」とする）を締結し、売

買代金の支払期日は同年4月1日と取り決められた。Ａは、同年3月1日、売買代金債権

（甲債権）をＣに譲渡した。Ａは同日その旨の通知を行い、翌3月2日に通知はＢに到達

した。 

    Ｂは、同年3月29日に本件売買契約に基づきＡから目的物の引渡しを受けたが、この       

目的物に欠陥があったため、同年4月2日にこれをＡに返還し、代替物の引渡しを求め

た。しかし、Ａからの履行はなされなかったため、Ｂは同年4月20日にＡに対し本件売

買契約の解除の意思表示を行い、Ｃに対しても同日、本件売買契約を解除した旨を連絡

した。 

    同年5月1日、ＣはＢに対し、甲債権の履行を請求した。この請求は認められるか。な

お、Ｂによる本件売買契約の解除は、有効になされたものとする。 

 

問２ Ａが所有する牛を放牧していたところ、Ｂ所有の牛のうちの一頭（甲）がＡの牛の群

れに紛れ込んだ。Ａは、甲がＡ所有の牛であると勘違いして、他の牛とともに甲を飼育

し続けていた。Ｂは甲を探していたが、ようやく行方を知るに至り、Ａに甲の返還を求

めた。ＡはＢからの連絡により、甲がＡ所有の牛ではないことに初めて気づき、直ちに

甲をＢに返還した。Ａによる甲の飼育は2年間に及んでおり、甲はＢに返還される直前

に子牛（乙）を生んでいた。乙は、現在もＡが飼育を続けている。 

この場合において、ＢがＡに対し、乙も返還するよう求めたとする。Ａはこれに応じ

なければならないか。また、ＡはＢに対し、Ａが甲のために支出してきた2年間分の飼

育費用を請求することはできるか。 
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＜出題の趣旨等 ２０２２年度 民法＞ 

 

〔出題の趣旨〕 

第１問のうち、問１は、無権代理行為の効果に関する理解を、物権変動の局面において問

う問題である。問２は、問１で確認した理解を、無権代理人が本人を単独で相続した事例を

素材にして問う問題である。問３は、問１で確認した理解を、無権代理人が他の相続人とと

もに本人を共同相続した事例に即して問う問題である。いずれの問題も、基本的な知識と論

述能力を試している。 

第２問は、問１では債権譲渡における債務者の抗弁等に関する理解、問２では物及び占有

権の効力に関する理解を問うている。いずれの問題も、基本的な知識と論述能力を試してい

る。 

 なお、言うまでもないが、他の論述式試験科目と同じく、法科大学院で学ぶうえでの基本

的学力として、文章の正確な読解力、論理的な推論、分析、判断を的確に行うことのできる

能力、および思考のプロセスと結果とを明確に表現する能力があるかどうかが、前提として

問われている。 

 

〔配点〕 

第１問（計７０点） 

  問１ ２５点 

  問２ ３０点 

  問３ １５点 

第２問（計５０点） 

  問１ ２５点 

  問２ ２５点 

合計  １２０点 

 

〔採点基準〕 

・第１問について 

 問１では、無権代理人 Bの代理行為が無効（効果不帰属）であり、甲の所有権が本人 Aか

ら相手方 Cに移転しないことを確認して、Cの請求の当否を適切に論じる必要がある。 

 問２では、無権代理人 B が本人 A を単独で相続した場合における、無権代理人 B による

追認拒絶の可否に検討を加えて、相手方 Cの請求の当否を適切に論じる必要がある。 

問３では、無権代理人 B が他の相続人 E とともに本人 A を共同相続した場合における無

権代理行為の効果について、判例（最判平成 5 年 1 月 21 日）の理解を踏まえて、相手方 C

の請求の当否を適切に論じる必要がある。 

・第２問について 

 問１では、主に、債権譲渡における債務者の抗弁に関する民法 468 条 1 項の適用に関し

て、事案に応じて適切に論じることが求められる。 

 問２では、物の果実の帰属及び占有物の管理に要する費用の負担に関する条文等につい

て、事案に応じて適切に適用しそれを説明できることが求められる。 

 

以上 


